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拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会事業には、平素より格別のご支援、ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、今日、土地開発公社は、更なる経営健全化に向けて、「公有地の拡大の推進に関する法律」に従い、土地開発
公社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を決算書に基づいて的確に把握することが極めて重要とな
っております。そのため、土地開発公社の経理ご担当者においては、複式簿記に従った会計処理とともに「土地開発
公社経理基準要綱」に基づく決算手続の仕方、決算書作成の詳細をマスターしておくことが求められます。
　そこで本講座では、まず土地開発公社特有の経理のポイントを押さえるとともに、複式簿記の考え方から試算表、
決算書（貸借対照表・損益計算書）作成に至るまでの実務の基本事項をわかりやすく解説いたします。そのうえで、「キ
ャッシュ・フロー計算書」の実際の作り方や、実務上誤りやすい注意点について、「土地開発公社経理基準要綱」「要
綱 Q＆A」に基づき具体的に解説を行います。土地開発公社の経理事務に携わられる方、決算書を作成・分析される
方にとって必須の内容の講座となっております。
　公務ご多用の折とは存じますが、この機会に関係各位の方々のご参加をおすすめ申しあげます。

敬　具　

原

管 財 課 長

四
つ
橋
筋

2019年8月26日（月）
8月27日（火）

※宿泊料は変更になる場合がございます。
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Ⅰ．土地開発公社経理を進めるための重要ポイント
　１．事業年度について
　２．予算・事業計画および資金計画
　３．土地開発公社の決算
　４．利益剰余金の処理
　５．損失の処理
　６．土地開発公社の余裕金の運用方法
　７．土地開発公社の決算をするための基本事項
　　（1）発生主義
　　（2）勘定体系
　　（3）経理に関する細部の取扱い
　　（4）一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
＊土地開発公社特有の経理を進められるポイントを詳細に解説し

ます。

Ⅱ．土地開発公社の経理実務の基本的ポイント
　１．複式簿記の考え方と処理の仕方
　２．仕訳 （会計処理の仕方）
　３．仕訳と勘定記入の仕方
　４．元帳と試算表の作成の仕方
　５．貸借対照表・損益計算書の作成の仕方
＊複式簿記の仕方から試算表、決算書の作成の流れまで、土地開

発公社の経理実務の基本ポイントをわかりやすく解説します。
＊実際の土地開発公社の決算書の開示例を用い、貸借対照表、損

益計算書の仕組み、見方のポイントを確認します。

Ⅲ．「土地開発公社経理基準要綱」 の重要ポイント
　１．新経理基準要綱の改正について
　　（1）改正ポイント
　　（2）改正を踏まえてその後フォローすること
　２．「強制評価減の適用範囲の拡大」 の対応と処理の仕方
　　（1）強制評価減の適用範囲拡大の要件とは
　　（2）強制評価減の考え方の留意ポイント
　　（3）強制評価減の具体的な対応の仕方
　　（4）強制評価減の計算シート
　３．「利息の土地勘定算入範囲の縮小」 への対応
　　（1）利息の土地勘定算入範囲の縮小と処理の重要ポイント
　　（2）具体例と仕訳の留意点

　４．キャッシュ・フロー計算書の導入について
　　（1）キャッシュ・フロー計算書の作成の仕方
＊直接法による作成のポイント
　　（2）キャッシュ・フロー計算書の仕組み
　　（3）練習問題による解説
　５．注記の徹底記載
　　（1）注記事項の徹底記載について
　　（2）注記事項の記載例
　６．附属明細表のポイント
　　（1）附属明細表のねらい
　　（2）附属明細表の７つのポイント
　　（3）附属明細表の新旧対照表
＊新「経理基準要綱」の留意点や新しい決算書である「キャッシュ

・フロー計算書」の作成の仕方など、説例を用い、作り方のポ
イントをわかりやすく解説いたします。

Ⅳ．新「土地開発公社経理基準要綱」、新「Ｑ＆Ａ」逐条解説
　第１章　総則
　第２章　貸借対照表作成基準
　第３章　損益計算書作成基準
　第４章　キャッシュ・フロー計算書作成基準
　第５章　附属明細表作成基準
＊決算書作成に不可欠な新「経理基準要綱」、新「要綱Ｑ＆Ａ」に

ついて実務上誤りやすいポイント・留意点をわかりやすく解説します。
　講師作成の【逐条解説資料】を配布し説明します。

Ⅴ．質疑応答
＊土地開発公社の会計処理・決算にまつわる疑問点を質疑応答で

個別対応します。

●　配布資料（決算書作成に必要な資料を全文配布します）
　１．新要綱に基づく「勘定科目」の一覧表
　２．新要綱に基づく「附属明細書」のひな型
　３．「公有地の拡大の推進に関する法律」（平成 28 年 4 月 20 日最終改正）
　４．「公有地の拡大の推進に関する法律施行規則」（平成 23 年 12 月 22 日最終改正）
　５．「固定資産の減損会計」の詳細解説資料
　６．「販売用不動産の強制評価減の要否の判断に関する監査上の取扱い」
　　　日本公認会計士協会・監査委員会報告 69 号
　７．「企業会計原則」
　８．「原価計算基準」
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